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１．補助事業の概要 

(１)事業の目的 

急速に発展する IT 技術を活用して流通システムの高度化を図るため、POS データの利

用、電子タグ、電子商取引等流通業におけるシステム化の課題について調査研究を行い、

パソコンや関連機器の導入等を促進し、もって機械工業の振興に寄与する。 

(２)具体的な実施内容 

  ①地域小売・卸等協働POS活用モデルの開発 

地域小売業の店頭活性化に向けて、菓子業界をモデルに地域の小売業と卸売業、商

品メーカーが協働して POS（Point of Sale：販売時点情報管理）データを活用する「協

働 POS データ活用モデル」の開発研究を行い、POS データによる店頭での実証検証を

行うとともに、POS データの集計及び加工など活用のポイントについて整理した。ま

た、協働 POS データ活用モデルの研究として委員会を 4回開催した。 

  ②電子商取引基盤整備実態調査 

毎年継続的に実施している調査で、各社の POS システム、オンラインデータ交換、

商品コード、取引先コード等の利用、物流用 ITF (Interleaved Tow of Five：集合包

装用商品コード）コードの利用など流通インフラの普及状況と情報システムの実態に

ついてアンケート調査を実施し、グランドトータル集計と小売業業態別集計の結果を

分析した。 

③商店街における顧客情報活用マニュアル作成・普及事業 

2004 年～2008 年の 5 年間に継続実施した事業で、商店街における情報化の現状を

把握し、今後の商店街情報システム化支援の参考とするため、全国規模で商店街に対

するアンケート調査を実施するとともに、商店街情報化事業の先進事例の紹介や商店

街戦略と商店街情報化の関係について記述した商店街顧客情報活用マニュアルを作成

した。マニュアルの内容検討については学識経験者や商店街担当者、専門家による委員

会を組織し、3 回開催した。さらに情報化に取り組む商店街関係者に幅広く情報提供

するための場として 08 年 11 月に東京でフォーラムを開催した（参加者約 150 名）。 

④流通情報システム先進事例調査 

流通システム化に関して先進的な取り組みを行っている事業者あるいは団体等へ調査

研究で取り上げた事例に関して取材協力・調査を行い、いくつかの事例に関しては事例

調査内容の公開に関しても了解を得ることができた。そして類例の少ない事例紹介資料

等を整理し取り纏めた。 

⑤電子タグ利用による情報ネットワークシステムの運用範囲の拡大研究 

研究会を設け、電子タグの国際標準の現状と課題をテーマとして、ISO と EPCglobal 

について、活動状況の調査とともに、電子タグの導入に積極的に取り組んでいる業界

の事例として、アパレル、家電、出版をとりあげ、そのビジネスモデルから導入手順、

成果、今後の課題などについて、6 回の委員会において調査研究を行った。また、日

用品雑貨化粧品業界においても導入検討の関心が高まったことから、この研究会の下

にサブワーキングを設け、電子タグ導入ビジネスモデル等についての検討を行った。 

 

２．予想される事業実施効果 

これらの調査研究成果を基にした流通情報システム化の促進及び普及啓発によって、各企

業の情報システムの導入や利活用が促進され、情報関連機器の普及及び需要の増加が期待さ

れる。 
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３．本事業により作成した印刷物等 

平成20年度地域小売・卸等協働POSデータ活用マニュアル   

2008年度電子商取引基盤整備実態調査報告書     

2008年度商店街における顧客情報活用マニュアル                      

流通情報システム先進事例調査報告書       

電子タグ利用によるネットワークシステムの適用範囲の拡大研究調査報告書 

RFID関連機器の国内開発状況 

 

４．事業内容についての問合わせ先 

   

団体名称: 財団法人 流通システム開発センター(リュウツウシステムカイハツセンター) 

住  所: 107-0052 

      東京都港区赤坂 7-3-37  プラース･カナダ内 

代表者名: 会長 辛嶋 修郎(カラシマ シュウロウ) 

担当部署: 総務部(ソウムブ) 

担当者名: 課長代理 木下 政章（キノシタ マサアキ） 

電話番号: 03-5414-8500 

FAX 番号: 03-5414-8509 

E - m a i l: kinosita@dsri.jp 

U R L: http://www.dsri.jp 
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